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　We discuss a case of CFRP plane body development for Japan’s F-2 fighter air plane and a 
relationship between regulation and innovation.  Porter hypothesis doesn’t only show that 
environmental regulation encourages innovation, but the other kind of regulations by policy and law 
also encourage product development and innovation.  And we show the possibility of effective 



















いる（Poter 1991； Porter and der Linde, 1995）。ポーター仮説は環境規制に限定された議論であるが、
より一般的な議論として制約がイノベーションを促進するとした議論も存在する（楠木 , 2001；長内 , 






























































































































ンセプトを先鋭化させる（楠木 , 2001）ことや、新旧 R&D 間技術統合が（内生的）制約共存を促す（長
内 , 2006）ということは、企業や組織が意識的に自らのコンセプトを（内生的）制約共存という環境に





























































































































































至っていない中での契約であった。その後も米国議会の反対は続いたものの、翌1990年（平成 2 年） 3
月、三菱重工業、ジェネラル・ダイナミックス、川崎重工業、富士重工業からなる、FS-X の日米共同チー













































































































4 ） デジタル飛行制御：フライトコントロールのソースコード（FBW 飛行操縦コンピューターのソフ
トウェア）は米議会の反対の結果、供与されなくなり国産開発となった。防衛庁は、それまでに培っ
てきた飛行制御技術の研究によって、DY モード（Decoupled yaw：バンク角を取らないでもフラッ
トに機体を旋回出来る飛行パターン）および ME モード（Maneuver Enhancement：機体の進路
方向を変えずに機首を上下方向に変える飛行パターン）の独自技術を採用した。国産デジタル飛行
操縦システムによって FS-X は F-16戦闘機の空戦能力を大きく凌駕する運動能力を手にした。




るジェネラル・エレクトリック社（General Electric； GE）製の F110GE-129ターボファンで最新
の F-16C/D Block50以降に搭載されている物と同じエンジンを搭載する。



















































































































邦テナックス、三菱レイヨンで、この 3 社が世界の PAN 系炭素繊維市場の約 7 割のシェア（2010年販
売量）を占めている（図 9 ）。
　この 3 社の中でも圧倒的なシェア 4 割を握っている東レは、1952年（昭和27年）アクリル繊維の基礎
研究からスタートし、1959年（昭和34年）には“トレロン”を商標登録、翌々年の1961年（昭和36年）
には炭素繊維の研究に着手している（29）。さらに1971年（昭和49年）には当時世界最大の生産能力（12















Royce Limited）が、大幅な軽量化を目論んでターボジェットファン・エンジン RB211に自社製 CFRP
の採用を発表し、1968年（昭和43年）には、米国ロッキード社のエアバス・トライスター1011への搭載































































用された CFRP や、世界で初めて主翼に CFRP の一体成形技術を採用した日本の F-2戦闘機などが挙
げられる（図13）。F-15戦闘機の主翼はアルミリチウム合金を素材としており、先端複合材の使用比率
は 1 % 程度であった。その後、F-16戦闘機では 4 % 程度に増え、F-18戦闘機になると10% にまで先端
複合材の使用比率は高まった。この頃とほぼ同時期に開発された F-2戦闘機では機体構造重量の18% 程
度を CFRP 化している。しかし、技術の発展に伴って、複合材の使用比率は高まり、近年開発された
F-22戦闘機や F-35戦闘機に至っては、使用比率が35% まで上昇している。また民間機で最初に CFRP
を採用したのはエアバスの A320であり、水平・垂直尾翼の一部やエンジンカウルなどに使われている
（図14）が、その後、ボーイングなどでも採用が拡がり、ボーイング737では 1 % 未満であった使用比














































RFI （Resin Film Infusion） 法






RTM （Resin Transfer Molding） 法
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8 ：引用：『防衛生産・技術基盤研究会最終報告－「生きた戦略」の構築に向けて－』（防衛生産・技術基盤研究会 , 
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9 ：米国：① Boeing, ② Raytheon, ③ Northrop Grumman, ④ Lockheed Martin, ⑤ General Dynamics　英国：BAE 
Systems　仏国：① Thales, ② EADS, ③ Dassault Aviation, ④ DCNS, ⑤ Nexter
10：引用：広瀬隆（2001）『アメリカの巨大軍需産業』集英社 , pp. 121-122.
11：民間航空機の製造は Boeing や Airbus に代表される大型ジェット旅客機のほかにも、カナダの Bombardier やブ







ミサイル 4 発、空対空ミサイル 2 発を積んでの戦闘行動半径450マイル（830キロメートル）とされた。
13：出所：手嶋龍一（2006）『たそがれゆく日米同盟－ニッポン FSX を撃て－』新潮文庫 , pp. 52-53.
14：参議院質問主意書に対する答弁書第二号 内閣参質一一〇第二号（昭和六十二年十一月二十四日）より抜粋。
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はロッキード・マーティン社（Lockheed Martin）が F-16戦闘機の生産を行っている。（図 4 参照）
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NSIAD-90-77BR. p. 20.
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